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市民1人あたりの
基金残高
　31万3,161円
※合併時比較で
　18万6,211円の増

市民1人あたりの
地方債残高
　93万4,686円
※合併時比較で
　32万1,404円の減

【一般会計】
　一般会計は、歳入歳出差
引額8億2,586万円のうち、
1,555万円が繰越事業に伴
う一般財源等所要額、4億
1,000万円を財政調整基金
に繰り入れることから、純
繰越額は、4億0,031万円と
なりました。

【企業会計】
　企業会計は、病院事業会
計および下水道事業会計で
差引額が赤字となっていま
すが、資金収支は全ての会
計で黒字となっています。

歳入歳出決算会計別一覧

※企業会計は、収益的収入および支出額（消費税抜き）を計上しています。

●おたふくかぜの予防接種費助成　882万円
●LED防犯灯・防犯カメラの整備　5,147万円
●臨時福祉給付金給付　8,360万円
●子育て世帯臨時特例給付金給付　5,842万円

平成26年度の主な事業
  平成26年度一般会計の決算額は、歳入決算額が185億円（対前年度比18億円減）、歳出
決算額が176億8千万円（同18億円減）で、前年度に比べて、歳入・歳出ともに大幅な減
となりました。また、一般会計の実質収支は、8億1千万円の黒字となりました。
　財政力の弾力性を示す経常収支比率は、82.9％から83.3％に、財政健全化判断比率の
実質公債費比率は、8.9％から6.7％に、将来負担比率は、△45.7％から△67.4％となりま
した。また、地方債現在高は、一般会計で年度末残高が190億1千万円（同1億円増）と
なりました。    ※金額は概数です。

平成26年度の決算をお知らせします

一般会計歳入内訳

一般会計歳出内訳

※1万円以下は四捨五入

【市民１人あたりの基金残高と地方債残高の状況】

※1万円以下は四捨五入

※1万円以下は四捨五入

※1万円以下は四捨五入

問い合わせ　総務部財政課（庁舎４階）　☎４３－０４１３

●ため池耐震点検・ハザードマップ作成　1億0,753万円
●三草山登山口駐車場周辺整備工事　1,755万円
●災害対策事業（水防団用デジタル無線機配備他）1,960万円
●消防施設整備事業（消防団車両・消火栓等）　5,032万円
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市民１人あたりの積立金現在高
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市民１人あたりの地方債現在高

小学校施設整備事業
滝野東小トイレ洋式化工事、社小等外
壁工事、社・東条地域各小体育館天井
耐震化工事他　　　 　2億8,690万円

小学校施設整備事業
滝野東小トイレ洋式化工事、社小等外
壁工事、社・東条地域各小体育館天井
耐震化工事他　　　 　2億8,690万円

小学校施設整備事業
滝野東小トイレ洋式化工事、社小等外
壁工事、社・東条地域各小体育館天井
耐震化工事他　　　 　2億8,690万円

庁舎統合整備事業
（解体･駐車場整備等）　
　　　　　　　1億9,689万円

庁舎統合整備事業
（解体･駐車場整備等）　
　　　　　　　1億9,689万円

庁舎統合整備事業
（解体･駐車場整備等）　
　　　　　　　1億9,689万円

中学校施設整備事業
滝野中体育館外壁・電気設備改修、
社中柔剣道場等屋根改修実施設計
　　　　　　　　　　3,922万円

中学校施設整備事業
滝野中体育館外壁・電気設備改修、
社中柔剣道場等屋根改修実施設計
　　　　　　　　　　3,922万円

中学校施設整備事業
滝野中体育館外壁・電気設備改修、
社中柔剣道場等屋根改修実施設計
　　　　　　　　　　3,922万円

夕日ヶ丘公園
パークゴルフ場改修・管理
　　　　　　　　　　780万円

夕日ヶ丘公園
パークゴルフ場改修・管理
　　　　　　　　　　780万円

夕日ヶ丘公園
パークゴルフ場改修・管理
　　　　　　　　　　780万円

保育所の整備補助
（高岡育児園）
　　　　   　　1億2,798万円

保育所の整備補助
（高岡育児園）
　　　　   　　1億2,798万円

保育所の整備補助
（高岡育児園）
　　　　   　　1億2,798万円

滝野梶原線道路改良事業
（道路改良工事・物件補償等）
　　　　　　　3億9,423万円

滝野梶原線道路改良事業
（道路改良工事・物件補償等）
　　　　　　　3億9,423万円

滝野梶原線道路改良事業
（道路改良工事・物件補償等）
　　　　　　　3億9,423万円

北

障がい者等用駐車場
来庁者用駐車場

※障がいを持たれた方や、ご高齢の方、妊
　娠中の方など、歩行に不安のある方は、
　各駐車場にある障がい者等用駐車スペ
　ースをご利用ください。

　自動車での来庁の際は、庁舎周辺の来
庁者用駐車場をご利用ください。

問い合わせ　総務部財政課（庁舎 4階）
　　　　　　☎43-0413

１３

市　　　税

地方交付税

国庫支出金

県 支 出 金

使　用　料

財 産 収 入

地　方　債

そ　の　他

　　計

68億5,904万円

38億9,709万円

16億5,128万円

11億9,532万円

6億0,475万円

1億0,996万円

17億0,590万円

24億8,124万円

185億0,458万円

66億2,860万円

38億5,418万円

16億4,831万円

12億1,996万円

6億2,087万円

8,310万円

36億2,730万円

26億1,918万円

203億0,150万円

2億3,044万円

4,291万円

297万円

△2,464万円

△1,612万円

2,686万円

△19億2,140万円

△1億3,794万円

△17億9,692万円

37.1％

21.1％

8.9％

6.5％

3.3％

0.6％

9.2％

13.3％

100.0％

区　　分 平成26年度 構成比 平成25年度 増減 昨年度との比較など

固定資産税および法人市民税は増額し、個人市
民税は減額しました。

議　会　費
総　務　費

1億7,599万円
26億0,154万円

1億7,923万円
45億4,893万円

△324万円
△19億4,739万円

1.0%
14.7%

衛　生　費
労　働　費
農林水産業費
商　工　費
土　木　費
消　防　費

16億6,100万円
6,958万円

5億7,699万円
5億3,397万円
22億5,052万円
7億8,491万円

15億0,311万円
7,057万円

6億7,905万円
3億2,697万円
26億1,784万円
10億1,742万円

1億5,789万円
△99万円

△1億0,206万円
2億0,700万円
△3億6,732万円
△2億3,251万円

9.4%
0.4%
3.3%
3.0%
12.7%
4.4%

災害復旧費 3,044万円 3,760万円 △716万円0.2%

　　計 176億7,871万円 194億7,881万円 △18億0,010万円100.0%

公　債　費 18億1,184万円 18億9,694万円 △8,510万円10.2%

教　育　費 18億3,702万円 15億6,640万円 2億7,062万円10.4%

民　生　費 53億4,491万円 50億3,475万円 3億1,016万円30.2%

区　　分

区　
　

分

平成26年度 構成比 平成25年度 増減 昨年度との比較など

主に、私立保育所施設整備補助金や臨時福祉給付金、
子育て世帯臨時特例給付金などにより増となりました。

主に、全国防災事業や滝野東小学校トイレ洋式化
などにより増となりました。

施設建設のために借り入れた市債の返済などの
費用。

災害によって生じた被害の復旧を行うための費用。

主に、病院事業会計補助金の増。

雇用対策や勤労者支援などの費用。

主に、農業体質強化基盤整備促進事業などによる減。

主に、南山地区用地取得により増となりました。

主に、滝野梶原線整備事業事業費の減。

災害対策基金への元金積立の皆減。

議会活動などの費用。

主に、庁舎建設工事の完了により減となりました。

基準財政需要額の増と国の交付税政策により増
となりました。
特定の事業を行うことで、事業費の一部として
国から支出されるものです。
特定の事業を行うことで、事業費の一部として
県から支出されるものです。
市の施設の利用料や公営住宅の家賃、ケーブル
テレビの使用料などです。

普通財産の売却に伴う不動産売却収入の増。

投資的事業の減少に伴い、その財源である地方
債も減額となりました。

地方譲与税、地方特例交付金、分担金および負
担金、繰越金など。

特
別
会
計

企
業
会
計

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険保険事業特別会計
介護保険サービス事業特別会計
　　　　小　　　計
病院事業会計
水道事業会計
下水道事業会計
　　　　小　　　計
合　　　　　計

会　　　　　計　　　 歳入決算額 歳出決算額
一　般　会　計 185億0,458万円

38億9,054万円
3億9,059万円
32億4,091万円
4億2,911万円
79億5,115万円

19億5,589万円
14億0,163万円
19億1,459万円
52億7,211万円

317億2,784万円

176億7,871万円
37億7,113万円
3億8,031万円
31億7,444万円
4億2,863万円
77億5,451万円

21億7,304万円
13億9,144万円
19億9,625万円
55億6,073万円

309億9,395万円


